
沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

自己評価型

平成29年3月31日

自己評価で評価する際は、必ず運用案を確認すること。

○自己評価型の手続
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別記様式１のみ
入札前に提出

上位3者へ依頼

・自己評価表に記載漏れがあった場合、その評価項目については、最低点に下方修正を行う。記載ミスの場合は、評価
の下方修正のみを行う。
・自己評価表を実際より高く評価して提出しても、証明資料等提出後に行う審査において下方修正を行い、得点順位が
入れ替わった場合は、次順位の者が落札者となる。



沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

[自己評価][別記様式1]記入する欄について

平成29年3月31日

別記様式１ （用紙A4）

平成　　年　　月　　日

住　　　　所

商号又は名称 印
代表者氏名

工事名：

評価
事項

評価細目 評価の視点 評価基準 配点 点数
自己評価点
（入札者）

同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 10

同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3 5

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 0

８０点以上 10

７９点以上　８０点未満 9

７８点以上　７９点未満 8

７７点以上　７８点未満 7

７６点以上　７７点未満 6

７５点以上　７６点未満 5

７４点以上　７５点未満 4

７３点以上　７４点未満 3

７２点以上　７３点未満 2

７１点以上　７２点未満 1

７１点未満又は実績なし 0

県知事表彰の実績あり 5

県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり※4 3

県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務所長等）の表彰
実績あり※4

2

なし 0

配置する 1

配置しない 0

手持ち工事量比率＜０．２５ 10

０．２５≦手持ち工事量比率＜０．５０ 8

０．５０≦手持ち工事量比率＜０．７５ 6

０．７５≦手持ち工事量比率＜１．００ 4

１．００≦手持ち工事量比率＜１．２５ 2

１．２５≦手持ち工事量比率 0

○○内に主たる営業所あり 2

○○内に従たる営業所あり 1

上記以外 0

３件以上 2

１～２件 1

０件 0

県内企業下請比率：○％以上 2

県内企業下請比率：○％以上　○％未満 1

県内企業下請比率：○％未満 0

活動実績あり 3

活動実績なし 0

沖縄県との災害協定締結あり 3

沖縄総合事務局、県内各市町村との災害協定締結あり 1

災害協定締結なし 0

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置する 2

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置しない 0

○○を実施する。 2

○○を実施しない。 0

14 14 0

50 50 0

○級○○技士（○年以上）、技術士 10

○級○○技士（○年以上○年未満） 5

○級○○技士（○年未満） 0

役職経験有り・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 15

役職経験無し・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2
役職経験有り・同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3

10

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 5

実績なし 0

現在の企業での県知事表彰の実績あり 5

現在の企業での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり
※4

3

現在の企業での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務
所長等）の表彰実績あり※4

2

現在の企業以外での県知事表彰の実績あり 3

現在の企業以外での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績
あり※4

2

現在の企業以外での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、
事務所長等）の表彰実績あり※4

1

なし 0

推奨単位以上 10

推奨単位の5割以上　推奨単位未満 5

推奨単位の5割未満 0

40 40 0

合計（①＋②） 90 90 0

自己評価表（特別簡易型）

10

5

1

同一工種の企業手持ち
工事量

当該年度受注額÷過去３年間の平均
受注額＝手持ち工事量比率

評価項目

同一工種の工事成績
土木建築部での過去５年間の同一工
種における工事成績の平均点

優良建設業者表彰

10

10

2

小計②

継続教育（ＣＰＤ）の状
況

継続教育（CPD）単位取得状況（技術
資料提出期限日から過去１年間に発
行された単位取得状況）

5

10

同一工種（又は同種工
事）の施工経験

過去１０年間の同一工種の施工経験
（又は過去15年間の同種工事の施工
経験）

15

小計

小計①

②
技
術
者
の
能
力
等

配置予定技術者の資
格・年数

主任（監理）技術者の保有する資格・
年数

優良技術者表彰 過去３年間の優良技術者表彰の有無

い
ず
れ
か
選
択

若手・女性技術者の配
置

若手・女性技術者の担当者（技術関
係者）への配置の有無

【施策関連項目】
※発注機関で設定

【施策関連項目】
※発注機関で設定

3

2

県内企業の下請活用
県内企業下請比率＝県内企業下請
予定額÷全下請予定額

社会資本維持活動の
実績

過去1年間の社会資本維持活動の有
無

2

2

3

過去３年間の優良建設業者表彰の有
無

10

①
企
業
の
能
力
等

同一工種(又は同種工
事)の施工実績

過去１０年間の同一工種の施工実績
（又は過去15年間の同種工事の施工
実績）

登録基幹技能者等の
活用

登録基幹技能者等の活用として、１名
以上配置の有無（登録基幹技能者又
は発注者の指定する技能者）

近隣地域での施工実績

地
域
精
通
度
等

地域内での拠点の有無
地域内における主たる及び従たる営
業所の有無

過去２年間の近隣地域（００事務所管
内）の同一工種（又は同種工事）の実
績

災害協定締結の有無
沖縄県、沖縄総合事務局、県内各市
町村との災害協定締結の有無

≧

申請者で記入する

申請者で記入する



沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

[自己評価][別記様式1]特別簡易型の記載について(1)

平成29年3月31日

評価
事項

評価細目 評価の視点 評価基準 配点 点数
自己評価点
（入札者）

同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 10

同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3 5

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 0

８０点以上 10

７９点以上　８０点未満 9

７８点以上　７９点未満 8

７７点以上　７８点未満 7

７６点以上　７７点未満 6

７５点以上　７６点未満 5

７４点以上　７５点未満 4

７３点以上　７４点未満 3

７２点以上　７３点未満 2

７１点以上　７２点未満 1

７１点未満又は実績なし 0

県知事表彰の実績あり 5

県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり※4 3

県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務所長等）の表彰
実績あり※4

2

なし 0

配置する 1

配置しない 0

手持ち工事量比率＜０．２５ 10

０．２５≦手持ち工事量比率＜０．５０ 8

０．５０≦手持ち工事量比率＜０．７５ 6

０．７５≦手持ち工事量比率＜１．００ 4

１．００≦手持ち工事量比率＜１．２５ 2

１．２５≦手持ち工事量比率 0

○○内に主たる営業所あり 2

○○内に従たる営業所あり 1

上記以外 0

３件以上 2

１～２件 1

０件 0

県内企業下請比率：○％以上 2

県内企業下請比率：○％以上　○％未満 1

県内企業下請比率：○％未満 0

活動実績あり 3

活動実績なし 0

沖縄県との災害協定締結あり 3

沖縄総合事務局、県内各市町村との災害協定締結あり 1

災害協定締結なし 0

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置する 2

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置しない 0

○○を実施する。 2

○○を実施しない。 0

14 14 0

50 50 0

10

5

1

同一工種の企業手持ち
工事量

当該年度受注額÷過去３年間の平均
受注額＝手持ち工事量比率

評価項目

同一工種の工事成績
土木建築部での過去５年間の同一工
種における工事成績の平均点

優良建設業者表彰

10

2

小計

小計①

い
ず
れ
か
選
択

若手・女性技術者の配
置

若手・女性技術者の担当者（技術関
係者）への配置の有無

【施策関連項目】
※発注機関で設定

【施策関連項目】
※発注機関で設定

3

2

県内企業の下請活用
県内企業下請比率＝県内企業下請
予定額÷全下請予定額

社会資本維持活動の
実績

過去1年間の社会資本維持活動の有
無

2

2

3

過去３年間の優良建設業者表彰の有
無

10

①
企
業
の
能
力
等

同一工種(又は同種工
事)の施工実績

過去１０年間の同一工種の施工実績
（又は過去15年間の同種工事の施工
実績）

登録基幹技能者等の
活用

登録基幹技能者等の活用として、１名
以上配置の有無（登録基幹技能者又
は発注者の指定する技能者）

近隣地域での施工実績

地
域
精
通
度
等

地域内での拠点の有無
地域内における主たる及び従たる営
業所の有無

過去２年間の近隣地域（００事務所管
内）の同一工種（又は同種工事）の実
績

災害協定締結の有無
沖縄県、沖縄総合事務局、県内各市
町村との災害協定締結の有無

≧

P28～30

総合評価方式の運用(案)(H29.3.13)のページ

P31～32

P33～34 （P56～57）

P35

P36～38

P39

P40～41

P42

P43

P44（P58）

P45

入札説明書参照

過去5年間：平成24～28年度に完成した工事

過去3年間：平成27・28・29年度に受賞した工事

過去3年間：平成26・27・28年度工事
当該年度：平成29年度工事



沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

[自己評価][別記様式1]特別簡易型の記載について(2)

平成29年3月31日

評価
事項

評価細目 評価の視点 評価基準 配点 点数
自己評価点
（入札者）

○級○○技士（○年以上）、技術士 10

○級○○技士（○年以上○年未満） 5

○級○○技士（○年未満） 0

役職経験有り・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 15

役職経験無し・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2
役職経験有り・同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3

10

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 5

実績なし 0

現在の企業での県知事表彰の実績あり 5

現在の企業での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり
※4

3

現在の企業での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務
所長等）の表彰実績あり※4

2

現在の企業以外での県知事表彰の実績あり 3

現在の企業以外での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績
あり※4

2

現在の企業以外での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、
事務所長等）の表彰実績あり※4

1

なし 0

推奨単位以上 10

推奨単位の5割以上　推奨単位未満 5

推奨単位の5割未満 0

40 40 0

合計（①＋②） 90 90 0

10

小計②

継続教育（ＣＰＤ）の状
況

継続教育（CPD）単位取得状況（技術
資料提出期限日から過去１年間に発
行された単位取得状況）

5

10

同一工種（又は同種工
事）の施工経験

過去１０年間の同一工種の施工経験
（又は過去15年間の同種工事の施工
経験）

15

②
技
術
者
の
能
力
等

配置予定技術者の資
格・年数

主任（監理）技術者の保有する資格・
年数

優良技術者表彰 過去３年間の優良技術者表彰の有無

評価項目 ≧

P47～48

P49～51

P52～53（P56～57）

P54～55（P58)

過去3年間：平成27・28・29年度に受賞した工事



沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

評価事
項

評価細目 評価の視点 評価基準 点数 配点
自己評価点
（入札者）

同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 10.0

同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3 5.0

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 0.0

８０点以上 10.0

７９点以上　８０点未満 9.0

７８点以上　７９点未満 8.0

７７点以上　７８点未満 7.0

７６点以上　７７点未満 6.0

７５点以上　７６点未満 5.0

７４点以上　７５点未満 4.0

７３点以上　７４点未満 3.0

７２点以上　７３点未満 2.0

７１点以上　７２点未満 1.0

７１点未満又は実績なし 0.0

県知事表彰の実績あり 5.0

県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり※4 3.0

県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務所長等）の表彰実
績あり※4

2.0

なし 0.0

配置する 1.0

配置しない 0.0

手持ち工事量比率＜０．２５ 10.0

０．２５≦手持ち工事量比率＜０．５０ 8.0

０．５０≦手持ち工事量比率＜０．７５ 6.0

０．７５≦手持ち工事量比率＜１．００ 4.0

１．００≦手持ち工事量比率＜１．２５ 2.0

１．２５≦手持ち工事量比率 0.0

県内企業下請比率：○％以上 3.0

県内企業下請比率：○％以上　○％未満 1.5

県内企業下請比率：○％未満 0.0

活動実績あり 4.0

活動実績なし 0.0

沖縄県との災害協定締結あり 4.0

沖縄総合事務局、県内各市町村との災害協定締結あり 2.0

災害協定締結なし 0.0

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置する 3.0

若手・女性技術者を担当者（技術系関係者）として配置しない 0.0

○○を実施する。 3.0

○○を実施しない。 0.0

14 0

50 0

10

10

5

1

評価項目

小計

小計①

い
ず
れ
か
選
択

若手・女性技術者の配置
若手・女性技術者の担当者（技術関係者）へ
の配置の有無

地
域
貢
献
度
等

【施策関連項目】
※発注機関で設定

【施策関連項目】
※発注機関で設定

3

3

災害協定締結の有無
沖縄県、沖縄総合事務局、県内各市町村と
の災害協定締結の有無

同一工種の企業手持ち
工事量

当該年度受注額÷過去３年間の平均受注
額＝手持ち工事量比率

県内企業の下請活用
県内企業下請比率＝県内企業下請予定額
÷全下請予定額

10

3

4

4

社会資本維持活動の実
績

同一工種の工事成績
土木建築部での過去５年間の同一工種にお
ける工事成績の平均点

優良建設業者表彰 過去３年間の優良建設業者表彰の有無

①
企
業
の
能
力
等

同一工種(又は同種工事)
の施工実績

過去１０年間の同一工種の施工実績（又は
過去15年間の同種工事の施工実績）

登録基幹技能者等の活
用

登録基幹技能者等の活用として、１名以上
配置の有無（登録基幹技能者又は発注者の
指定する技能者）

過去1年間の社会資本維持活動の有無

≧

[自己評価][別記様式1] 簡易型Ⅰ型の記載について(1)

平成29年3月31日

P28～30

総合評価方式の運用(案)(H29.3.13)のページ

P31～32

P33～34 （P56～57）

P35

P36～38

P42

P43

P44（P58）

P45

入札説明書参照

過去5年間：平成24～28年度に完成した工事

過去3年間：平成27・28・29年度に受賞した工事

過去3年間：平成26・27・28年度工事
当該年度：平成29年度工事



沖縄県 技術･建設業課
Technology and Construction Industry Division OKINAWA PREFECTURE

評価事
項

評価細目 評価の視点 評価基準 点数 配点
自己評価点
（入札者）

○級○○技士（○年以上）、技術士 10.0

○級○○技士（○年以上○年未満） 5.0

○級○○技士（○年未満） 0.0

役職経験有り・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2 15.0

役職経験無し・同一工種（同種工事）で、沖縄県又は国の実績あり※1、※2
役職経験有り・同一工種（同種工事）で、県内市町村の実績あり※3

10.0

同一工種（同種工事）で、その他の実績あり 5.0

実績なし 0.0

現在の企業での県知事表彰の実績あり 5.0

現在の企業での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり※4 3.0

現在の企業での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事務所
長等）の表彰実績あり※4

1.5

現在の企業以外での県知事表彰の実績あり 2.5

現在の企業以外での県土木建築部長、県農林水産部長、又は国（局長）の表彰実績あり
※4

1.5

現在の企業以外での県土木建築部土木事務所長、県施設建築課長、又は国（部長、事
務所長等）の表彰実績あり※4

0.5

なし 0.0

推奨単位以上 10.0

推奨単位の5割以上　推奨単位未満 5.0

推奨単位の5割未満 0.0

40 0

合計（①＋②）
90

0

小計②

評価項目

継続教育（ＣＰＤ）の状況
継続教育（CPD）単位取得状況（技術資料提
出期限日から過去１年間に発行された単位
取得状況）

5

10

同一工種（又は同種工
事）の施工経験

過去１０年間の同一工種の施工経験
（又は過去15年間の同種工事の施工経験）

10

15

②
技
術
者
の
能
力
等

配置予定技術者の資格・
年数

主任（監理）技術者の保有する資格・年数

優良技術者表彰 過去３年間の優良技術者表彰の有無

≧

[自己評価][別記様式1]簡易型Ⅰ型の記載について(2)

平成29年3月31日

P47～48

P49～51

P52～53（P56～57）

P54～55（P58)

過去3年間：平成27・28・29年度に受賞した工事


